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刈谷市特定事業主行動計画の実施状況及び 

刈谷市における女性の活躍状況の公表（令和８年７月３１日公表） 
刈谷市では、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）（以

下「女性活躍推進法」という。）に基づき「刈谷市特定事業主行動計画」を策定・実施しています。

今般、女性活躍推進法第１９条第６項に基づき、行動計画の実施状況を以下のとおり取りまとめし

ましたので公表します。 

あわせて、女性活躍推進法第２１条の規定に基づき、刈谷市における女性の活躍状況を公表しま

す。 

 

≪職業生活における機会の提供に関する実績≫ 
１ 職員の男女の給与の額の差異（令和７年度） 

（１）全職員に係る情報 

職員区分 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

任期の定めのない常勤職員             ７６．７％ 

任期の定めのない常勤職員以外の職員             ９４．９％ 

全職員             ６６．１％ 

 

（２）「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報 

※ 地方公共団体における「任期の定めのない常勤職員」の給料については、各地方公共団体

の条例で定める給料表に基づき決定されており、同一の級・号給であれば、同一の額とな

っている。 

ア 役職別段階 

役職段階 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

部長・監職             ９７．８％ 

課長職             ９７．２％ 

課長補佐職             ９７．１％ 

係長職             ９３．６％ 

イ 勤続年数別 

勤続年数 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

３６年以上             ８９．４％ 

３１～３５年             ８５．３％ 

２６～３０年             ８６．２％ 

２１～２５年             ８１．４％ 

１６～２０年             ８３．７％ 

１１～１５年             ７８．８％ 

６～１０年             ８８．２％ 

１～５年             ９０．２％ 



2 

 

【説明欄】 

※ 勤続年数は、採用年度を勤続年数１年目とし、情報公表の対象となる年度までの年度単位

で算出している。 

 

２ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合（４月１日） 

行動計画 目標６ 

女性職員の役職別の登用割合 令和１１年度 部長・監・課長職 １０％以上 

課長補佐・係長職 ３５％以上 

役職段階 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

部長・監・課長職 ６．０％ ８．７％  ８．７％  

課長補佐・係長職 ３０．８％ ３１．８％ ３０．９％ 

 

３ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（４月１日） 

役職段階 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

部長・監職 ８．３％ ８．６％ ６．５％ 

課長職 ３．２％ ８．８％ １０．５％ 

課長補佐職 ２３．４％ ３１．０％ ３１．０％ 

係長職 ３４．１％ ３２．３％ ３０．９％ 

 

４ 採用した職員に占める女性の割合（４月１日） 

職員区分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事務・技術職 ５４．２％ ５６．０％ ５３．３％ 

保育・教育職 ９２．９％ ９５．７％ １００．０％ 

全職員 ７５．０％ ７５．０％ ７７．８％ 

 

≪職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績≫ 
１ 男女の離職率 

行動計画 目標５ 

女性職員の離職率 令和１１年度 事務・技術職 １％以下 保育・教育職 ４．５％以下 

職員区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

男 
事務・技術職 ０．４％ ０．８％ １．１％ 

保育・教育職 ０．０％ １２．５％ ０．０％ 

女性 
事務・技術職 １．３％ １．２％ ２．７％ 

保育・教育職 ４．８％ ４．１％ ５．２％ 

・ 会計年度任用職員のうち、パートタイム会計年度任用職員については、職員数を勤務形

態に応じて換算している。（例：勤務形態 週１８時間００分→０．４６人換算） 

・ 相対的に給与水準が低い会計年度任用職員のうち、９１．８％が女性職員であり、全職

員で比較すると男女の給与の差異が大きくなっている。 

・ 扶養手当について、世帯主となっている男性職員に支給している場合が多く、扶養手当

の受給者に占める男性職員の割合は、８８．０％である。 
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２ 男女別の育児休業取得率及び男女別の育児休業の取得期間の分布状況 

（１）男女別の育児休業取得率 

ア 常勤職員 

行動計画 目標３  

女性職員の育児休業取得率 令和１１年度 １００％ 

性別 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

男性 ７３．９％ ６０．０％ ９６．６％ 

女性 １００．０％ １００．０％ １００．０％ 

イ 会計年度任用職員 

性別 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

男性 －％ －％ －％ 

女性 １００．０％ １００．０％ １００．０％ 

 

（２）男女別の育児休業の取得期間の分布状況（令和７年度） 

【説明欄】 

 

（３）男性職員の育児休業の取得期間の分布状況 

行動計画 目標４ 

（常勤職員）男性職員の２週間以上の育児休業取得率 令和１１年度 ８５％以上 

職員区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

２週間以上の育児休業を取

得した男性職員の割合 
６５．２％ ６０．０％ ８６．２％ 

 

 

 

取得期間 
常勤職員 会計年度任用職員 

男性 女性 男性 女性 

１週間未満 ０．０％ ０．０％ －％ ２５．０％ 

１週間以上２週間未満 ６．９％ ０．０％ －％ ０．０％ 

２週間以上１月以下 ４８．３％ １．７％ －％ ２５．０％ 

１月超３月以下 ３１．０％ ０．０％ －％ ０．０％ 

３月超６月以下 １３．８％ ０．０％ －％ ５０．０％ 

６月超９月以下 ０．０％ ０．０％ －％ ０．０％ 

９月超１２月以下 ０．０％ ５．２％ －％ ０．０％ 

１２月超２４月以下 ０．０％ ２２．４％   

２４月超 ０．０％ ７０．７％   

会計年度任用職員の育児休業は最大で１年間のため、「１２月超」以上は存在しない。 

会計年度任用職員の男性は取得者がいなかったため「－」と記載。 

会計年度任用職員の女性は４名。 
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３ 男性職員の妻の出産休暇及び育児参加休暇取得率並びに合計取得日数の分布状況 

（１）休暇取得率（休暇を１日以上取得した男性職員の割合） 

休暇区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

妻の出産休暇 ９５．７％ １００．０％ ９３．１％ 

育児参加休暇 ８７．０％ ９５．５％ ８１．５％ 

いずれかを取得 ９５．７％ １００．０％ １００．０％ 

 

（２）合計取得日数の分布状況 

行動計画 目標 ４  

男性の産休 ８日中、５日以上の取得率 令和１１年度 １００％ 

職員区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

５日以上の休暇を取

得した職員の割合 
８２．６％ ７８．９％ ５１．７％ 

 

４ 職員の勤務時間の状況 

（１）管理職員以外の１人当たりの１月当たりの超過勤務時間 

職員区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

本庁 １５．４時間 １４．７時間 １５．８時間 

本庁以外 ７．２時間 ６．８時間 ６．４時間 

全職員 １１．７時間 １１．３時間 １１．６時間 

 

（２）職員に占める超過勤務の上限を超えた職員の割合 

行動計画 目標 ２ 

各職員の超過勤務時間数 令和１１年度 上限時間 月４５時間 年３６０時間 

ア 月４５時間超え 

職員区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

本庁 ４２．６％ ３８．０％ ４２．３％ 

本庁以外 ５．６％ ３．８％ ６．３％ 

全職員 ２４．９％ ２１．６％ ２５．６％ 

イ 年３６０時間超え 

職員区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

本庁 １６．３％ １８．２％ ２４．２％ 

本庁以外 ３．０％ １．５％ ３．５％ 

全職員 １０．０％ １０．２％ １４．６％ 
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５ 職員の年次休暇の取得日数の状況 

（１）平均取得日数  

行動計画 目標１  

職員１人当たりの年次休暇の平均取得日数 令和１１年度 １５日以上 

職員区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

全職員 １６．１日 １５．９日 １６．５日 

 

（２）取得日数が１５日未満の職員の割合 

職員区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

全職員 ４０．９％ ４２．６％ ３３．１％ 

 

≪職員の職業生活と家庭生活の両立に資する勤務環境の整備に関する制度

の整備の概要≫ 
１ メンター制度の実施（平成２７年度～） 

①管理職登用、②就労継続、③育児休業からの円滑な復帰の３つのテーマでメンター・メンテ

ィが月１回の頻度でメンタリングを実施しました。キャリア形成や、仕事や家庭との両立につい

てなど様々な年代ごとに直面する悩みを相談できる体制を整えました。令和７年度から、新任男

性係長も制度対象としました。 

 

２ 管理監督職員の能力向上（平成２８年度～） 

管理監督職員が育児休業等の各種制度についての知識を身に付け、部下のライフイベントごと

に適切な助言を行えるようにするとともに、両立支援とキャリア形成に対する配慮や支援に向け

たマネジメントスキルを習得することを目的とした組織マネジメント力向上研修を実施しまし

た。 

 

３ キャリママ交流会の開催（平成２８年度～） 

育児休業から復帰予定の職員を対象に交流会を実施し、復帰後の働き方などについて経験者を

交えて意見を交換することで、職員の円滑な職場復帰を支援しました。 

 

４ 各種研修の実施（平成２７年度～） 

キャリアデザイン研修を実施し 、男女問わず中堅職員の今後のキャリア形成を検討すること

により、職務に対するモチベーションを高め、継続的な就労及び昇進、昇格への意識改革を図り

ました。 

 

５ 時差勤務の実施（令和３年度～） 

職員の仕事と生活の調和又は心身の健康の維持及び増進に資するため、１日の勤務時間の長さ

を変えることなく始業・終業の時刻を繰り上げ、又は繰り下げて勤務する時差勤務を実施しまし

た。 

 

６ 超過勤務の縮減（平成２８年度～） 

ワーク・ライフ・バランス推進月間及び育児・介護の日を設定し、定時退庁しやすい雰囲気を
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醸成しました。また、管理職が部下の業務の量や超過勤務の必要性を正しく把握するよう、１月

２９日付けで改めて通知し、事前の時間外勤務命令の実施を徹底しました。 

 

７ その他の取組 

（１）子育て支援、介護支援に関する情報を整理したハンドブックの充実を図りました。 

（２）自己申告書で育児や介護などの家庭の状況を把握し、必要な配慮を行いました。 

（３）子の出生前に男性、女性共に上司と面談を行い、職員の円滑な育児休業等の取得を支援しま

した。 

（４）育児休業復帰前に上司と面談を行い、部分休業等の利用希望の有無、復帰後の業務などにつ

いて相談する機会をつくることで、円滑な職場復帰を支援しました。 

（５）３歳未満の子を養育する職員に対してワーク・ライフ・バランスを保つための面談を、４０

歳に達する職員に対して介護に関する情報提供の面談を行い、仕事と生活の両立を支援しまし

た。 

（６）ロールモデル職員の紹介を行い、結婚や出産に伴うキャリア形成、誰もが活躍できる環境づ

くりを推進しました。 


